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１ 行動計画策定の趣旨  

県では、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的に推進し、「県民の健康の保護」、

「食品関連事業者と県民との間の信頼関係の構築」、「安全でかつその安全性を信頼できる

食品の供給及び消費の拡大」に寄与することを目的として、平成 20年６月に「三重県食の

安全・安心の確保に関する条例」（以下「条例」という。）を制定しました。 

条例に基づき、食の安全・安心確保に関する基本的方向と実施すべき施策を示した「三

重県食の安全・安心確保基本方針」（以下「基本方針」という。）を定めています。 

この基本方針の基本的方向、実施すべき施策に沿って食の安全・安心に関する施策を効

果的、総合的に推進するため、具体的な取組を明らかにする年度計画として「三重県食の

安全・安心確保行動計画」（以下「行動計画」という。）を策定しています。 

 

２ 計画の期間 

・平成 30年度 

３ 食の安全・安心確保施策の体系図 

 

 

 

 

           

 

 

１ 食品等の生産から加工・調理・販売に至

るまでの監視指導体制の充実 

【 基本的方向 】 

 

【 実施すべき施策 】 

 

 

①生産資材※に関する指導、検査 

②生産段階のガイドラインの作成・指導 

③生産環境に関する調査 

④生産・加工・調理・販売段階の監視指導 

⑤食品等の試験・検査 

⑥調査研究の推進とその成果の普及啓発  

２ 食品関連事業者等※が主体的に食の安

全・安心確保に取り組みやすい環境の整備 

 

３ 情報提供や学習機会の提供により県民の

合理的な選択を促進する環境の整備 

４ 多様な主体の相互理解、連携及び協働に

よる県民運動の展開 

①人材の育成 

②相互理解の増進 

③関係者との連携及び協働 

④県民運動の展開 

①情報提供の推進 

②食の安全・安心に関する教育の推進 

③相談対応の充実 

①県民への情報提供 

②食品関連事業者等への情報提供 

③食品関連事業者団体への取組支援 

④コンプライアンス※意識の向上に対する支援 

⑤自主基準の設定及び公開の促進 

⑥自主的な情報発信等に対する支援 

⑦認証制度の推進 

⑧健全かつ持続可能な経営への支援 

⑨食品関連事業者からの情報への対応等 
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５ 具体的な取組 

平成 30年度の主な取組方向 

 平成 30年度の行動計画は、平成 28年度開催の伊勢志摩サミット、平成 29年度開催の第

27回全国菓子大博覧会・三重（以下「お伊勢さん菓子博 2017」という。）を経験すること

で蓄積された、国際的かつ大規模なイベントや大会等における監視指導の体制や方法等の

経験を生かして、平成 30年度全国高等学校総合体育大会を含め、今後も観光客等の来県者

の増加が見込まれる観光地の飲食店等を中心に監視指導の強化を図ります。  

また、第 32回オリンピック競技大会（2020/東京）、東京 2020パラリンピック競技大会

（以下「東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会」という。）の食材調達基準へ

の対応に加え、消費者のニーズへの対応や輸出の拡大を見据え、県内生産者による県産農

畜水産物におけるＧＡＰ※等国際基準認証を取得する取組を引き続き推進します。 

 

 

 

 

生産段階や加工・調理・販売段階での監視指導、検査を実施し、これらに関する情報の

公開・提供を迅速に行い、県民の意見を反映して監視指導体制と取組内容を充実します。 

また、食の安全・安心に関する科学的知見※の集積に努め、調査研究の推進とその成果

の普及啓発を行います。 

 

 

施策① 生産資材に関する指導、検査 

施策の取組方向  

農薬、動物・水産用医薬品、飼料、肥料等の使用または生産・販売について、指導、立

入検査を実施します。    

 

現状と課題  

【農薬、肥料に関する監視指導】 

○ 生産資材である農薬や肥料については、販売店での帳簿の記帳漏れ等の不備が見受け

られるので、継続した指導、啓発が必要です。 

 

【家畜衛生に関する監視指導】 

○ 現状では違反事例は確認されていませんが、安全・安心な畜産物を消費者に提供する

ため、動物用医薬品や飼料の販売業者および生産者に対し、動物用医薬品や飼料の適正

な流通、生産者における適正な使用に関する継続した指導等が必要です。 

 

基本的方向１ 食品等の生産から加工・調理・販売に至るまでの監視指導体制 

の充実 

基本的方向 １ 
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取 組 内 容 

【農薬、肥料に関する監視指導】 

○ 不備事項のあった店舗を中心に、立入検査を実施し、帳簿の整備等の徹底を進めます。 

○ 生産者が生産資材の適正利用の知識と理解を深められるよう、研修会等で普及、啓発

を行います。 

 

【家畜衛生に関する監視指導】 

○ 家畜に与える動物用医薬品や飼料の販売業者および生産者に対する監視指導を行いま

す。 

 

 

施策② 生産段階のガイドラインの作成・指導 

施策の取組方向 

病害虫防除の手引き※や施肥基準※等の各種ガイドラインを作成するとともに、生産履歴 

の記帳の普及および農薬、動物･水産用医薬品、飼料、肥料等に関する情報提供や指導を実 

施します。    

 

現状と課題  

【農業生産に関するガイドラインの作成・指導】 

○ 病害虫の発生動向、農薬の使用基準等の登録内容は、絶えず更新されるため、生産者

が適期に病害虫防除を行えるよう、これらに関する情報を迅速に生産者へ提供する必要

があります。 

○ 農産物の品質や安定した収穫量の確保に向けて、引き続き生産者に対する「適正施肥

の手引き」に基づいた適正施肥の指導が必要です。 

 

【生産衛生管理体制の構築】 

○ 安全な畜産物の生産のためには、ガイドライン等に基づく動物用医薬品、飼料や飼料

添加物の適正な流通、使用および管理が必要です。 

○ 養殖魚の安全性を確保するため、水産用医薬品を適正に使用することが必要です。 

 

取 組 内 容 

【農業生産に関するガイドラインの作成・指導】 

○ 病害虫発生予察情報※を提供するとともに、病害虫の特性や防除技術を盛り込んだ「病

害虫防除の手引き」等を作成します。 

○ 農薬使用者や農産物直売所責任者等に対して、農薬使用基準の変更情報の周知や農薬

の適正使用等を推進するため、研修会等を実施します。 

○ 生産者に対して、「適正施肥の手引き」に基づいた適正な肥料使用を推進するため、

現地指導や研修会等での周知を図ります。 

 

基本的方向 １ 
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【生産衛生管理体制の構築】 

○ 家畜に与える動物用医薬品、飼料や飼料添加物の適正な流通、使用および管理を推進

するため、製造および販売業者、生産者に対してガイドライン等に基づき指導します。 

○ 養殖業者が水産用医薬品および水産用ワクチンを適正かつ効果的に使用できるように、

養殖業者に対して薬品の使用状況調査を行うとともに、巡回指導等において、養殖生産

工程管理手法を参考とした指導を行います。 

 

 

施策③ 生産環境に関する調査 

施策の取組方向 

有害物質等による土壌等の生産環境や生産物の汚染について、対応マニュアルや調査計

画を作成し、調査を実施します。 

 

現状と課題  

○ 「食品衛生法※」において設定されている米の有害物質に関する規格基準に対して、

有害物質が含まれる量を基準値以下に低減する技術として、カドミウム低吸収性イネ「コ

シヒカリ環１号」の実証実験を行うなど対応策をとっていますが、今後、米以外の作物

の残留基準や他の有害物質が設定された場合に備え、対応策を図る必要があります。 

 

取 組 内 容  

○ 国における有害物質の残留基準設定の動向を注視し、関係機関との情報共有に努め、

迅速に対応できるよう、体制を整備します。 

 

 

施策④ 生産・加工・調理・販売段階の監視指導 

施策の取組方向 

国等と連携して、「食品衛生法」、「食品表示法※」、「主要食糧の需給及び価格の安定に関

する法律」（以下「食糧法※」という。）、「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報

の伝達に関する法律」（以下「米トレーサビリティ法※」という。）、「農産物検査法※」およ

び「不当景品類及び不当表示防止法」(以下「景品表示法※」という。)等による効果的な

監視指導を実施するとともに、食品表示制度の普及啓発を積極的に行います。 

 

現状と課題 

【畜産物に関する監視指導】 

○ 平成 28 年度および 29 年度には国内で高病原性鳥インフルエンザ※の発生がありまし

た。安全・安心な畜産物を消費者に安定して供給するため、生産者に対し、口蹄疫※や

高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生予防やまん延防止のための継続した指

導等が必要です。 

基本的方向 １ 

基本的方向 １ 
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○ 家畜伝染病の発生等に備え、家畜保健衛生所における設備等の整備が必要です。 

 

【水産物に関する監視指導】 

○  生産者に対して水産用医薬品の適切な使用方法や養殖技術等の衛生管理に関する情報 

提供や指導を行う必要があります。 

 

【施設の衛生に関する監視指導】 

○ 消費者の食の安全・安心への関心が高まる中、食品の製造・加工から流通に至る過程

において、衛生管理の監視指導に取り組んでいます。県内に流通する食品の安全を確保

するため、食品関連事業者への監視指導を適切に実施することが必要です。また、食品

関連事業者団体と連携し、食品関連事業者による衛生管理や表示の自主点検が推進され

るような取組が必要です。 

 

【食品表示に関する監視指導】 

○ 食品表示の適正化に向けた監視指導に取り組んでいますが、さらに重点的に平成 32

年３月末の「食品表示法」への全面施行にかかる猶予期間内に、移行後の法に則した適

正な表示への円滑な移行がされるよう、引き続き監視指導を行う必要があります。 

○ 食品表示基準の一部改正により、加工食品の原料原産地表示制度が平成 29年９月から

施行されたため、猶予期間である平成 34年３月末までに新制度に則した適正な表示の切

り替えが行われるよう、食品関連事業者への周知等の充実が必要です。 

○ 食品関連事業者が不適正表示を行わないよう、景品表示法に基づいた食品表示につい

て監視指導や啓発が必要です。 

 

【卸売市場に関する監視指導】 

○  消費者の食の安全・安心への関心の高まりにより、卸売市場における品質管理の強化 

が、ソフトおよびハードの両面で重要になってきています。生鮮食料品等の安全・安心

な流通を確保するために、卸売業者等の監視指導を行うとともに、卸売市場における品

質管理の高度化を図ることが必要です。また、コールドチェーン※化や高度な品質管理等

に資する施設が未整備な市場においては、引き続き施設整備の推進が必要です。 

 

【米穀に関する監視指導】 

○ 用途限定米穀※の生産が拡大しており、新規に取り組む者もあることから、引き続き

事業者に対する食糧法、米トレーサビリティ法、「農産物検査法」に基づいた監視指導

体制の強化に向けた取組が必要です。 

 

取 組 内 容 

【畜産物に関する監視指導】 

○ 生産者に対して「飼養衛生管理基準※」に基づく適正な飼養管理を指導するとともに、

県内で飼養される家畜の監視を臨床検査等により行います。 

○ 家畜保健衛生所における設備等の整備を図り、危機管理体制を維持します。 
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【水産物に関する監視指導】 

○ 引き続き、安全で安心な養殖魚を安定的に供給するため、養殖魚の魚病診断、養殖業

者に対する現地指導等により、衛生管理体制の強化を図ります。 

 

【施設の衛生に関する監視指導】 

○ 食中毒発生のリスクならびに食品の製造量および流通の広域性等を評価して施設の監

視頻度を定め監視指導を行います。 

○ 重症化や感染症として拡がる可能性が高い腸管出血性大腸菌や、発生件数が多いカン

ピロバクターによる食中毒の発生を防止するため、食肉および食鳥肉の取扱施設を重点

的に監視指導します。 

○ 冬季における発生が多く、大規模化の傾向が高いノロウイルスによる食中毒の発生を

防止するため、飲食店、集団給食施設、食品製造業等を重点的に監視指導します。 

○ 伊勢志摩サミットやお伊勢さん菓子博 2017 を経験することで蓄積された大規模なイ

ベントや大会等における監視指導の体制および方法等の知識や技能を生かして、平成 30

年度全国高等学校総合体育大会を含め今後も観光客等の来県者の増加が見込まれる観光

地等での食中毒発生の予防対策を重点項目として、監視指導を実施します。 

○ 食品関連事業者団体と連携し、食品関連事業者の衛生管理や表示の自主点検の取組を

推進します。 

 

【食品表示に関する監視指導】 

○ 食品表示の適正化に向け、引き続き「食品表示法」および「三重県食品監視指導計画」

に基づき監視指導を実施します。また、食品関連事業者団体と連携し食品衛生指導員※

の協力のもと、食品表示を行う事業者に対して全面施行後の「食品表示法」に則した表

示への円滑な移行に向けて周知、啓発します。 

○ 景品表示法に関する食品表示について監視指導および啓発を行います。 

 

【卸売市場に関する監視指導】 

○  安全・安心な流通確保のため、県内卸売市場の監視指導を実施するとともに、「第10 

次三重県卸売市場整備計画」に基づき、卸売市場における品質管理の高度化および高度

化に資する施設等の整備を推進します。 

 

【米穀に関する監視指導】 

○ 米穀取扱事業者に対し、国と連携して、食糧法ならびに米トレーサビリティ法に基づ

いた監視指導を行うとともに、これらを補完する科学的な産地判別検査および品種判別

検査を実施します。また、「農産物検査法」に基づき、地域登録検査機関※に対して、

国と連携して、監視指導を行います。 
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（参考）みえ県民力ビジョン・第二次行動計画における目標値等 

食品事業者の自主点検実施件

数 

実績値(2016年度） 目標値（2019年度） 

11,420件 34,200件 

◎施策 145食の安全･安心の確保 基本事業 14501食の安全･安心の確保 

 

高病原性鳥インフルエンザ等家

畜伝染病の感染拡大阻止率 

実績値(2016年度） 目標値（2019年度） 

100％ 100％ 

◎施策 145食の安全･安心の確保 基本事業 14502農水産物の安全･安心の確保 

 

施策⑤ 食品等の試験・検査 

施策の取組方向 

県内で流通する農林水産物および加工食品等の食品について、微生物、残留農薬、残留

動物用医薬品、遺伝子組換え食品、食品添加物等に関し、検査を実施します。また、安全

な食肉（食鳥肉を含む）を提供するため、と畜検査、食鳥検査を実施します。 

 

現状と課題  

【食品収去等検査】 

○ 食品の安全性を確保するため、計画的に収去検査を実施し、微生物、残留農薬、食品

添加物等の規格基準等への適合を確認する必要があります。また、規格基準等に不適合

があった場合、改善指導および改善確認を継続して行うことが必要です。 

 

【食肉に関する検査】 

○ 安全な食肉・食鳥肉を供給するため、と畜検査および食鳥検査を全頭（羽）実施する

とともに、残留物質モニタリング等を実施する必要があります。 

 

【米穀に関する検査】 

○ 米穀の産地偽装等の再発防止や、県民の信頼回復を図るためには、立入検査等の監視

指導を補完する科学的検査が必要です。 

 

【水産物に関する検査】 

○ 水産物の安全確保を図るため、養殖魚における医薬品等の残留検査を行う必要があり

ます。また、貝毒を原因とする食中毒を防止するためには、定期的な検査が必要です。  

 

取 組 内 容 

【食品収去等検査】 

〇 これまでの収去検査結果や県民の関心等を総合的に判断し、収去検査を計画的に行う

とともに、規格基準等に不適合があった場合は、不適合がなくなるよう、改善指導およ

び改善確認の徹底を図ります。 

基本的方向 １ 
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【食肉に関する検査】 

○ と畜検査、食鳥検査を全頭（羽）実施するとともに、残留物質モニタリング等の実施

により、食肉、食鳥肉の安全を確保します。 

 

【米穀に関する検査】 

○ 米穀取扱事業者が取り扱っている米の品種を判別するＤＮＡ検査※や、国産米と外国 

産米を判別する微量元素測定等の科学的検査を抽出にて実施し、産地情報等の伝達及び 

表示の適正性について確認を行います。  

 

【水産物に関する検査】 

○ 養殖魚における医薬品等の残留検査や、貝毒検査を定期的に実施します。  

 

（参考）三重県食品監視指導計画における目標値 

食品等の試験検査 
目標値（2018年度） 

1,500件 

 

 

施策⑥ 調査研究の推進とその成果の普及啓発 

施策の取組方向 

安全で安心な農産物の生産に関する調査研究を行い、その成果の普及啓発を行います。           

 

現状と課題  

○ 食の安全・安心や環境問題への消費者の関心が高いこと等から、生産現場において農

薬の使用を最小限にするための病害虫防除の技術開発等、安全で安心な農産物の生産に

関する調査研究を行い、その成果を生産者に普及、啓発していくことが必要です。 

 

取 組 内 容  

○  農薬の使用を最小限に抑え安全・安心な農産物の生産に向けて、農産物の安全・安心 

を確保するため、「病害虫による生産性低下を回避する技術開発」や「農薬代替技術を

組み込んだ総合的病害虫防除・雑草管理（ＩＰＭ）※技術の開発」等の調査研究に取り

組み、その成果の普及、啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的方向 １ 
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 県民、食品関連事業者、食品関連事業者により構成される団体（以下「食品関連事業者

団体」という。）への情報提供の充実や県民に安全・安心を提供する食品関連事業者等の主

体的な取組に対し支援します。 

  

 

施策① 県民への情報提供 

施策の取組方向 

県民に対し、食の安全・安心に努力する食品関連事業者等の情報を発信します。 

 

現状と課題  

【食品関連事業者等の取組に関する情報提供】 

○ ＨＡＣＣＰ※手法等の衛生管理に取り組む食品関連事業者等の情報を広く提供するこ

とは、消費者にとって商品の選択肢が増えることにつながることから、これらの安全で

安心な食品を生産、製造する食品関連事業者等に関する情報を広く提供し、認知度を高

めることが必要です。 

○ 食品の自主回収に関する情報を提供することは、消費者の健康被害の未然防止につな

がるとともに、食品関連事業者の自主回収を促すことから、速やかにホームページ等で

情報を提供することが必要です。 

 

【生産者等の取組に関する情報提供】 

○ 消費者に対する人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度※（以下「みえの安心食

材」という。）の認知度の伸び悩みが課題です。一方、みえの安心食材の認定を受けた生

産者は、全ての認定された生産物等にみえの安心食材シールを貼付していないことがあ

るため、シール貼付の徹底を指導する必要があります。それに加えて、生産者等の取組

をホームページやイベント等で紹介するなど、制度を広くＰＲする必要があります。 

 

取 組 内 容 

【食品関連事業者等の取組に関する情報提供】 

○ ＨＡＣＣＰ手法を用いた「三重県食品の自主衛生管理認定制度※」に取り組む食品関

連事業者の情報を県民に発信します。 

○ 「みえのカキ安心システム※」に取り組む食品関連事業者の品質管理手法や海域情報

について、「みえのカキ安心情報」として定期的に情報発信します。 

○ 食品関連事業者から食品等の自主回収に着手した報告を受けた場合、速やかにその情

報をホームページで提供します。 

 

 

基本的方向２ 食品関連事業者等が主体的に食の安全・安心確保に取り組み 

やすい環境の整備 

基本的方向 ２ 
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【生産者等の取組に関する情報提供】 

○ みえの安心食材表示制度の認知度向上を図り、消費者にみえの安心食材を意識して購

入してもらえる環境を創るため、県と生産者等が協力し、ホームページやイベント等で

の情報発信やみえの安心食材シールの貼付の徹底に取り組みます。 

 

 

施策② 食品関連事業者等への情報提供 

施策の取組方向 

食に関する法令や生産資材に関する情報等、食品関連事業者、食品関連事業者団体が必

要とする情報を提供します。 

 

現状と課題  

【食品衛生に関する情報提供】 

○ 食品関連事業者が、規格基準等の法令を遵守するとともに、食中毒等の危害発生の防

止を図れるよう、食品衛生に関する的確な情報を提供する必要があります。 

○ 平成 30年に、ＨＡＣＣＰの制度化等を含めた「食品衛生法」の一部改正が予定されて

いることから、法改正に向けての準備に加え、最新の関連情報を的確に事業者に提供す

る必要があります。 

 

【食品表示に関する情報提供】 

○ 「食品表示法」の全面施行にかかる猶予期間内に適正な表示へ移行することに加え、

食品表示基準の一部改正による加工食品の原料原産地表示制度への対応等も必要です。

これらを含めて食品関連事業者が法令を遵守し適正な食品表示を行うよう、「食品表示

法」、景品表示法等の関連法令について、必要な情報を適切に提供することが必要です。 

 

【みえの安心食材に関する情報提供】 

○  食品関連事業者等にみえの安心食材を認知してもらい、優先して選択してもらえるよ 

う、引き続き、みえの安心食材に関する情報の内容の充実およびホームページや展示会

等での周知を行っていく必要があります。 

 

【みえジビエに関する情報提供】 

○ 登録事業者自らが、みえジビエの品質および衛生管理のさらなる向上につなげられる

よう、さらにステップアップさせた「みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュ

アル（仮称）※」および「みえジビエフードシステム登録制度（仮称）※」を新たに策定

することで、みえジビエの衛生管理の徹底および高品質管理の維持を図るとともに、制

度の普及、拡大に向け引き続き啓発していくことが必要です。 

 

 

 

基本的方向 ２ 
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【米穀に関する情報提供】 

○ 米穀および米穀を原材料とする一部の加工品については、米トレーサビリティ法に基

づいた取引記録の作成、保存および産地情報の伝達等を行う事が求められています。こ

のため、米穀取扱事業者が当該法令を遵守するよう、必要な情報を適切に提供すること

が必要です。 

 

取 組 内 容 

【食品衛生に関する情報提供】 

○ 食品関連事業者が、規格基準等の法令を遵守するとともに、食中毒等の危害発生の防

止を図れるよう、食品衛生に関する情報を提供します。 

○ 「食品衛生法」の一部改正に向け、幅広く情報収集を行うとともに得られた情報を的

確に食品関連事業者等に提供します。 

 

【食品表示に関する情報提供】 

○  ホームページやパンフレット等による周知および監視指導時や食品表示講習会等の機 

 会を捉え、「食品表示法」、景品表示法に関する食品表示について、随時情報を提供し

ます。 

 

【みえの安心食材に関する情報提供】 

○  生産者へ制度を周知する等認定された生産物等が増加するよう促すとともに、ホーム 

ページやリーフレット等での周知や、食品関連事業者等に向けた展示会等のイベントで

の情報提供を行います。 

 

【みえジビエに関する情報提供】 

○ 「みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュアル（仮称）」の推進や、「みえ

ジビエフードシステム登録制度（仮称）」の普及、啓発を進めるため、ホームページや

リーフレット等での掲載内容を見直すとともに、関係事業者等への説明会の開催等、よ

り充実した情報提供を行います。 

 

【米穀に関する情報提供】 

○ 米トレーサビリティ法の周知徹底のため、米穀取扱事業者への巡回指導を実施するほ

か、食品関連事業者団体と連携して、米穀取扱事業者に情報提供します。 

 

 

施策③ 食品関連事業者団体への取組支援 

施策の取組方向 

食品関連事業者団体が実施する食の安全・安心の確保に向けた取組を支援します。 

 

 

基本的方向 ２ 
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現状と課題 

○ 食の安全・安心確保の取組をより効率的かつ効果的に事業者に浸透させるためには、

行政だけではなく、食品関連事業者で構成する団体にもその取組において積極的な役割

を果たしてもらう必要があります。そのため、関係団体への支援等が必要です。 

○ 食品衛生および食品表示等の適正化の徹底に向け、食品関連事業者団体と連携し、「食

品衛生法」、「食品表示法」、米トレーサビリティ法、景品表示法等関係法令の周知、

啓発等に取り組むとともに、食品関連事業者が行う自主点検を促進する必要があります。 

  

取 組 内 容 

○  食品関連事業者団体と連携し、団体等が行う営業許可施設の衛生巡回指導、各種研修

会の開催等の活動を支援するとともに、食品営業施設が実施する衛生管理や食品表示の

自主点検の取組を促進します。 

〇 食品関連事業者団体と連携し、食品営業施設が実施する衛生管理、「食品表示法」や米

トレーサビリティ法、景品表示法の制度等の周知等を行うとともに、食品関連事業者自

らが行う衛生管理や食品表示等の自主点検の取組が促進されるよう、食品関連事業者団

体の講習会等の取組を支援します。 

 

 

施策④ コンプライアンス意識の向上に対する支援 

施策の取組方向 

食品関連事業者におけるコンプライアンス（法令遵守）意識の向上や関係法令に関する

理解の促進を図るとともに、食品関連事業者内の意識向上等に向けた体制の整備をはじめ、

食品関連事業者の自主的な取組を支援します。また、その効果を検証し、改善を進めます。 

 

現状と課題  

○  食品関連事業者のコンプライアンス意識向上のため、事業者が関係法令を理解し、法

令を遵守していこうとする自主的な取組に対する支援が必要です。 

 

取 組 内 容  

○  食品関連事業者団体と連携し、食品衛生講習会時等において、コンプライアンスにつ

いての説明等を行います。また、食品関連事業者団体が実施する景品表示法の遵守に向

けた取組については、講師派遣やパンフレット等の提供により支援します。 

○  食品関連事業者等のコンプライアンス意識の向上を目的に、「三重県食の安全・安心確

保推進月間」において、研修会の開催および啓発資料の配布等を行います。 

 

 

 

 

基本的方向 ２ 
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施策⑤ 自主基準の設定及び公開の促進 

施策の取組方向 

食の安全確保に関する自主管理体制の整備に必要な管理基準の設定を促進するとともに、

ＨＡＣＣＰシステム、ＧＡＰ等をはじめとした先進的なシステムの導入を図り、自主的な

公開を促進します。 

 

現状と課題  

【農畜産物】 

○ 安全・安心な農産物に対する消費者のニーズに対応し、生産者に対する国際水準ＧＡ

Ｐの認証取得を推進・支援するため、「ＧＡＰ指導員※」と「ＧＡＰリーダー指導員※」

のさらなる育成が必要です。 

○ 県内で国際水準ＧＡＰ認証を取得する生産者はまだまだ少ないことから、地域ＧＡＰ

推進チームを核に、認証取得をめざす生産者の掘り起こしが必要です。 

○ ＧＡＰの普及・定着に向けて、消費者や流通事業者等へのさらなる理解促進が必要で

す。 

○ 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会において、有機ＪＡＳ制度※により

認定された農産物は食材調達の際に推奨されますが、県内で有機ＪＡＳ認定を取得する

生産者はまだまだ少ないことから、認定取得をめざす生産者の掘り起こしが必要です。 

○ 米生産については安全でおいしいお米を提供し、消費者から信頼・支持される産地を

目指して「三重の米行動指針ライスプロミス６※」の取組を掲げており、この取組を引

き続き推進するとともに、他の水田作物についても安全・安心や環境に配慮した取組の

拡大を進めることが必要です。 

○ ＪＧＡＰ家畜・畜産物※について、引き続き講演会の開催等により普及、啓発を実施 

していく必要があります。 

○  県内でＪＧＡＰ家畜・畜産物認証を取得した農場はないことから、早期の認証取得の 

ため、ロールモデルの作成が必要です。また、ＪＧＡＰ地域推進チームを核に新たな生

産者の掘り起しを推進するため、推進チームと地域の関係団体等とのさらなる連携が必

要です。 

○ 現状では、農場ＨＡＣＣＰ※やＪＧＡＰ家畜・畜産物等の畜産農場に関わる認証の取

得を支援する指導員が少なく、認証取得農場も少ないため、指導員の育成および生産者

への支援が必要です。 

 

【林産物】 

○ より安全で安心な「みえジビエ」を提供するため、野生獣肉の解体処理事業者等が、

今後新たに策定する「みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュアル（仮称）」

に沿った獣肉の処理および「みえジビエフードシステム登録制度（仮称）」への登録を

行うよう、普及、啓発していくことが必要です。 

○ 消費者に安全・安心なきのこを提供するため、「三重県版きのこ品質・衛生管理マニ

ュアル※」に基づく適正な品質・衛生管理をより一層普及、啓発していくことが必要です。 

基本的方向 ２ 
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【卸売市場】                          

○  生鮮食料品等の安全・安心な流通を確保していくため、コールドチェーン化や高度な

衛生管理のための施設整備を推進し、卸売市場関係事業者への衛生管理の高度化を図る

とともに品質管理の高度化に係る規範の策定に向けた一層の啓発が必要です。 

 

【水産物】 

○ 消費者に安全で安心な養殖水産物を安定的に供給するため、水産関係団体と連携して

継続的に指導を行うことにより、養殖生産者の衛生管理に対する意識向上を図る必要が

あります。 

 

取 組 内 容 

【農畜産物】 

○ ＪＡグループと連携して、普及指導員や営農指導員等を対象にしたＧＡＰ指導員基礎

研修等を開催します。 

○ 地域ＧＡＰ推進チームを核に、国際水準ＧＡＰの認証取得をめざす生産者を掘り起こ

すとともに、それぞれの取組状況に応じた研修や指導・助言等を行います。 

○ ホームページや出前トーク、広報誌等を通じて、消費者や流通事業者等へのＧＡＰの

情報発信を行います。 

○ 有機ＪＡＳの認定取得をめざす生産者の掘り起こしや認定取得に向けた研修・講習等

を行います。 

○ 三重県育成の水稲品種「三重 23号」生産者のみえの安心食材認定取得を「三重の新た

な米協創振興会議」を通じて推進します。 

○ 畜産農場における農場ＨＡＣＣＰやＪＧＡＰ家畜・畜産物等の導入および認証取得を

支援する人材を育成するため、指導員養成研修会等への派遣や講習会等を開催します。 

○ 講演会の開催や家畜保健衛生所等の指導を通じて、農場ＨＡＣＣＰやＪＧＡＰ家畜・

畜産物等の概念の普及、啓発を図り、意欲的な生産者に対して、生産衛生管理マニュア

ルや帳簿の整備、衛生検査、従業員教育等の指導を行います。 

○ 農場ＨＡＣＣＰやＪＧＡＰ家畜・畜産物等の認証を早期に取得する農場をロールモデ

ルとし、ＪＧＡＰ地域推進チームを核とした新たな生産者の掘り起しや認証取得に向け

た支援を行います。 

  

【林産物】 

○ 今後新たに策定する「みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュアル（仮称）」

の普及を図り、捕獲者や解体処理事業者等の品質・衛生管理向上の取組を推進します。

また、引き続き、ホームページ等で情報を公開し、ジビエを取り扱う飲食店や加工事業

者等への周知を行います。 

○ 「三重県版きのこ品質・衛生管理マニュアル」により、きのこ生産者への適正な品質

管理を促進するとともに、各種展示会への出展や出前トーク等の活動をとおして、安全・

安心なきのこの生産、消費についてのＰＲ活動を行います。 
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【卸売市場】                          

○  卸売市場関係事業者を対象とした研修会の実施や品質管理等に関する先進事例の情報

を提供するとともに、品質管理の高度化に係る規範の策定を推進します。 

 

【水産物】 

○  水産関係団体と連携し、養殖生産者による水産用医薬品の適正使用や疾病防止対策な 

どの衛生管理への取組を支援します。 

 

 

施策⑥ 自主的な情報発信等に対する支援 

施策の取組方向 

県民が合理的に食品等を選択できるよう、生産者や食品関連事業者等の自主的な情報提

供を支援します。     

 

現状と課題  

【食品関連事業者への支援】 

○  みえジビエ登録事業者自らが、日々の営業活動のなかで、消費者や実需者に対して「み 

えジビエ」の認知度向上やみえジビエ活用に向けた提案を行う等のＰＲ活動を積極的に

行っていく必要があります。 

 

【生産者への支援】 

○  みえの安心食材に登録、認定されている生産者の中でも、ホームページ等で自らが生 

産する農林産物等がみえの安心食材であることを情報発信している事業者は多くなく、

みえの安心食材のシールも、認定された生産物等全てに貼付されているわけではないた

め、認定された生産者に、いかに積極的に自らの農林産物等に関する情報を発信しても

らうかが課題です。 

 

取 組 内 容 

【食品関連事業者への支援】 

○ 「みえジビエ」の消費者への認知度やブランド力の向上に向け、登録事業者自らが継

続してＰＲ活動等を行うことができるよう、引き続き支援していきます。 

 

【生産者への支援】 

○  みえの安心食材表示制度による登録、認定を引き続き行うとともに、認定を受けた生 

産者自らも主体となり、ホームページや生産物等を活用して制度のＰＲや普及を行って

いけるよう、プレゼントキャンペーンや店頭販売によるＰＲを行い、支援していきます。 

 

基本的方向 ２ 
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施策⑦ 認証制度の推進 

施策の取組方向 

環境に配慮した生産方式や食の安全・安心を確保する生産管理により県内で生産される

農林水産物や、県内で生産された農林水産物を使い県内で製造される加工食品に関する認

証制度、高品質で安全な食品を提供するためのＨＡＣＣＰシステムに基づく認定制度等を

積極的に推進します。 

 

現状と課題  

【食品関連事業者に対する取組】 

○ ＨＡＣＣＰ手法を取り入れた県独自の制度「三重県食品の自主衛生管理認定制度」の

導入を推進し、導入した事業者への支援を行ってきましたが、食品衛生法の改正により

ＨＡＣＣＰが制度化されることから、県独自の衛生管理制度である「三重県食品の自主

衛生管理認定制度」について、今後の方向性等を検討する必要があります。 

○ みえジビエの利活用をさらに促進し、消費者に「みえジビエ」を広く提供できるよう、

「みえジビエフードシステム登録制度（仮称）」の新たな作成および普及を図り制度に

取り組む食品関連事業者の拡大をめざす必要があります。 

 

【生産者に対する取組】 

○  みえの安心食材表示制度は、生産者による自主的な活動を基本としています。生産者 

に制度を理解したうえで登録してもらうことが必要となるため、引き続き、制度に対す

る生産者への啓発が必要です。 

○ 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の農産物の調達基準への対応ととも

に、食の安全・安心に対する消費者ニーズや輸出の拡大を見据えて、国が改訂した「農

業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン※」に則した県独自の認証

制度「三重ガイドラインＧＡＰ認証制度※」を整備、運用していますが、この制度は、

東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会まで（認証は平成 31年度末まで）の

期間限定の運用であり、生産者に対して誤解のないように推進することが必要です。 

○ 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の食材調達基準を満たす水産物を漁

獲・養殖する事業者の確保育成や認証取得支援等生産体制の整備が必要です。 

 

取 組 内 容 

【食品関連事業者に対する取組】 

○ 引き続き、「三重県食品の自主衛生管理認定制度」に取り組む事業者を支援します。同 

時に法改正を見据えた「三重県食品の自主衛生管理認定制度」の見直しを検討します。 

○ みえジビエ登録事業者が増加し取組が拡大すると、消費者への認知度が高くなり、飲 

食事業者、食品加工事業者、消費者等の利活用意欲の向上にもつながるため、引き続き 

食品関連事業者等に対する制度周知を行い、新たに策定する「みえジビエフードシステ 

ム登録制度（仮称）」の普及拡大を図ります。 

 

基本的方向 ２ 
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【生産者に対する取組】 

○ みえの安心食材の提供による地産地消※をさらに進めるため、量販店等でのＰＲイベ

ントやプレゼントキャンペーンを実施し、消費者への認知度向上を図るとともに、新た

に取り組もうとする生産者を対象とした説明会を開催するなど、認定品目数、登録・認

定者数の増加を図ります。 

○ 地域ＧＡＰ推進チームを核に、引き続き生産者には国際水準ＧＡＰの認証取得を推進

しますが、東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会までにその取得が間に合わ

ない場合に、三重ガイドラインＧＡＰの認証取得を推進します。 

○ 県産水産物が東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の選手村等で提供され

る食材に活用されるよう、食材調達基準となっている水産物認証制度の普及、啓発を図

り、調達基準を満たすための認証取得に向けた事業者の意識を醸成するとともに、認証

取得をめざす事業者への支援を通じ、生産・供給体制の構築を進めます。 

 

 

施策⑧ 健全かつ持続可能な経営への支援 

施策の取組方向 

食品関連事業者が食の安全・安心や環境保全等をふまえ、食品の安定供給、健全な経営

および新たな価値創造に向けて行う自主的な取組を支援します。 

 

現状と課題   

【食品関連事業者への支援】 

○ 「みえフードイノベーション※」の取組を進め、産学官が参画する「みえフードイノ

ベーション・ネットワーク」への参加事業者が増えています。今後も、多様な事業者が

参画し、新たな連携による商品やサービスが創出されるよう、継続した取組のＰＲが必

要です。 

○ 消費者ニーズが多様化、高度化し、質的な向上が求められる中において、食品関連事

業者が研修や展示会出展の経験を生かし、本県の特長を活かした商品開発や販路開拓を

自ら進められるよう、支援を行う必要があります。 

 

【生産者への支援】  

○ 地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動の普及・拡大を図るため、こ

れらの取組に対する継続した支援が必要です。 

○ 県内で有機ＪＡＳ認定を取得する生産者はまだまだ少ないことから、認定取得をめざ

す生産者の掘り起こしが必要です。 

 

取 組 内 容 

【食品関連事業者への支援】 

○ さまざまな機会を通じて「みえフードイノベーション・ネットワーク」への参画を促

すとともに、シンポジウムや展示交流会、素材研修会等のイベントを開催することで、

基本的方向 ２ 
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新たな連携や商品・サービスの創出に向けた支援を行います。 

○ 本県の特長を生かして食品関連事業者が行う、経営企画力の向上や新たな価値の創出

に向けた取組について、研修等を通じて支援していきます。また、官民が協働して、「み

えの食」に関する情報を発信する場や商談の場を設けることにより、新たな販路や消費

の拡大を支援します。 

 

【生産者への支援】 

○ 地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者団体等に対

して、引き続き「環境保全型農業直接支払交付金事業」を通じた支援を行います。 

○ 有機ＪＡＳの認定取得をめざす生産者の掘り起こしや認定取得に向けた研修、講習等

を行います。 

 

 

施策⑨ 食品関連事業者からの情報への対応等 

 

施策の取組方向 

食品関連事業者が食の安全・安心や食品表示に関する情報を提供しやすい環境を整備す 

るとともに、提供された情報に迅速に対応します。 

 

現状と課題  

○ 食の安全・安心を損なう、または損なうおそれがある情報を、食品関連事業者が提供

しやすい環境を整備することが必要です。 

○ 提供された情報について、 慎重かつ迅速に必要な調査等を行い、不適正な事実がある

と認められるときは、法令に基づく措置等を適正に行うことが必要です。 

 

取 組 内 容  

○ 食品関連事業者の危害情報申出に係る条例の趣旨について、研修会や巡回指導により

周知を図るとともに、ホームページ、リーフレット等により情報提供窓口である各法令

担当部署を周知し、危害情報の申出を行いやすい環境整備を進めます。 

○ 食品関連事業者からの情報提供があった場合は、関係機関と情報共有を図り、内容を

検討、精査のうえ、必要に応じて事実関係を立入調査等により調査します。また、事実

確認された場合は、法令に基づく適正な措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

基本的方向 ２ 
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 県民が食の安全・安心に関する知識と理解を深め判断、選択を行えるよう、県民の立場

に立った情報提供を充実させるとともに、学習機会を提供します。 

 

 

施策① 情報提供の推進 

施策の取組方向 

ホームページ、県政だより、情報誌、メールマガジンや学習講座等の多様な手段を活用

し、県民への情報提供を推進します。      

 

現状と課題  

【健康被害防止に関する情報】 

○ 県民が食品による健康被害を避けられるよう、腸管出血性大腸菌、ノロウイルス、カ

ンピロバクター等による食中毒の発生防止に関する情報や食品の自主回収情報の提供が

必要です。 

 

【食品表示に関する情報】 

○  消費者が正しく食品を選択できるよう、「食品表示法」、景品表示法に関する食品表示 

等の関係法令や情報について引き続き情報提供していく必要があります。 

 

【食の安全・安心に関する情報】 

○  消費者の食の安全・安心に関する意識が高まっています。県民が正しい情報を幅広く 

収集し、それに基づいて食に関する判断、選択を行うことができるよう、ニーズを把握

し、効果的な方法で情報や学習機会を提供することが必要です。 

〇 平成 29年度に実施したアンケート調査では、県民の食の安全・安心確保に関する行政

の取組の認知度は５割強でした。ホームページ「食の安全・安心ひろば」等、食の安全・

安心確保にかかる取組を県民に認知してもらうよう、情報提供していくことが必要です。 

○  健全な食生活や、食の選択に必要な知識取得への関心が薄いと言われる若い世代は、

今後、自分自身だけでなく家族等他の人のために食を選択し、供する立場になっていき

ます。若い世代の食の安全・安心に関する意識向上のため、情報提供を行うことが必要

です。 

 

【検査・監視指導に関する情報】 

○  県民の食の安全・安心に関する意識が高い中、県が実施した食品等の検査や監視指導 

の結果を速やかに公表し、県民に、食の安全・安心の確保が進められていることを伝え

ることが必要です。 

 

 

基本的方向３ 情報提供や学習機会の提供により県民の合理的な選択を促進 

する環境の整備 

基本的方向 ３ 
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取 組 内 容 

【健康被害防止に関する情報】 

○ ホームページやパンフレット等を活用し、腸管出血性大腸菌、ノロウイルス、カンピ

ロバクター等による食中毒や、食品に起因する健康被害の防止方法等について広く情報

を提供します。 

○ ホームページで、食品の自主回収情報を提供します。 

 

【食品表示に関する情報】 

○  「食品表示法」や景品表示法、ならびにその関係情報について、引き続きホームペー 

ジやパンフレット等で消費者に情報提供します。 

 

【食の安全・安心に関する情報】 

○ 県民のニーズに応じた情報を提供するため、引き続き意識調査等を実施するとともに、

条例や基本方針の概要等の広報資料や、ホームページ「三重県食の安全・安心ひろば」

等により、食の安全・安心にかかる取組および関連情報をわかりやすく発信します。 

○ 食に関する会議や食品関連事業者団体等が開催する行事等、多くの場で食の安全・安

心確保に向けた取組や関連情報が認知されるよう、関係部署と連携し情報提供の場を広

げます。 

○ 出前トークおよび「食の安全・安心」出張講座の実施により、食の安全・安心確保に

関する学習機会を提供します。 

○ 若い世代に食の安全・安心に関する意識を高めてもらうため、高等教育機関と連携し、

効果的な情報提供を行います。 

○ 学校での食育と関連づけて食の安全・安心に対する意識を持ってもらえるよう、小、

中、高等学校等の学生に対する情報提供の方法を検討します。 

 

【検査・監視指導に関する情報】 

○ 県が実施した食品等に関する検査および監視指導結果について、ホームページ「三重

県食の安全・安心ひろば」において速やかに情報提供します。 

 

 

施策② 食の安全・安心に関する教育の推進 

施策の取組方向 

あらゆる世代において、食の安全・安心について考える力や選択する力を養うため、食

育※をとおして学校や家庭・地域で食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深めるた

めの教育を推進します。 

 

現状と課題  

【地域食材の導入推進】 

○  子どもたちが地域の農林水産業に対する理解をさらに深めるとともに、食への感謝の 

基本的方向 ３ 
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気持ちを持つことができるよう、学校給食への地域食材の活用を高めることが必要です。 

 

【児童･生徒に対する食育】 

○ 家庭におけるライフスタイルの多様化等に伴い、偏った栄養摂取、不規則な食事、と

りわけ朝食の欠食等、児童・生徒の食生活にさまざまな課題が見られるため、食生活の

改善や食の安全・安心に関する知識等、幅広い視点による食育を学校や地域で進めて行

くことが必要です。 

 

【各ライフステージにおける食育】 

○ 食塩の摂取については、減少傾向ですが目標（「三重の健康づくり基本計画」に定めた

成人 1 日あたりの平均食塩摂取量 8.0g）には達していません。野菜の摂取も目標（「三

重の健康づくり基本計画」に定めた成人 1日あたりの平均野菜摂取量 350g）には約 100

ｇ不足しています（平成 28年度県民健康・栄養調査より）。特に女性は若い世代で摂取

量が少ない傾向です。減塩や野菜摂取については、生活習慣病やがん予防のために重要

であり、バランスのとれた食事の普及、啓発が必要です。 

○ 食育に関する取組のより一層の周知を図るため、「第３次三重県食育推進計画※」につ

いて、地産地消、食の安全・安心の取組等とあわせて、さまざまな機会を通じてＰＲし

ていく必要があります。 

 

取 組 内 容 

【地域食材の導入推進】 

○  学校給食用の新たな加工商品の開発を支援し、学校給食への地域食材の導入をさらに

進めることで、児童・生徒に対する食育機会の創出につなげます。 

○ 学校給食における地場産物の活用を推進するため、県内の全市町を対象に地場産物の

活用状況調査を実施します。 

○ 学校給食への地場産物の導入をさらに進めるため、引き続き「みえ地物一番給食の日」

の取組を実施するとともに、市町教育委員会担当者会議等のさまざまな機会を通じて、

活用率の高い給食献立の紹介等を行います。 

 

【児童･生徒に対する食育】 

○ 学校における食育の一層の充実に向けて、学校の関係者対象の講習会を開催するとと

もに、市町や関係機関と連携し、食育担当者や栄養教諭等を中心とした指導体制の整備

を図ります。 

○ 家庭や地域の場における食育の一助となるよう、「みえ地物一番給食の日」に取り組ん

だ給食献立をホームページで紹介し、保護者や地域への啓発を進めます。 

○ 子どもたち自身が自らの食生活に関心を持ち、望ましい食習慣を形成するため、地場

産物を使った「みえの地物が一番！朝食メニューコンクール」を引き続き実施し、優秀

作品を表彰するとともに、結果をホームページで紹介する等、保護者や地域への啓発を

行います。 
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【各ライフステージにおける食育】 

○ 各ライフステージにおいて県民が自ら健康的な食生活を実践できるよう、さまざまな

主体と連携して、減塩や野菜摂取をはじめ、食事バランスについての普及、啓発に取り

組みます。 

○ 食育に関する情報提供に関しては、地産地消の取組である「『みえ地物一番の日』キャ

ンペーン」等の活動を通じて企業等と連携して実施するとともに、ホームページでの情

報発信や食関連イベント等での啓発冊子の配布等により、「第３次三重県食育推進計画」

の周知に努めます。 

 

（参考）第３次三重県食育推進計画における目標値等 

学校給食における地場産物使用割合 
実績値(2016年度）  目標値（2020年度） 

30.5％ 38.0％ 

  ※文部科学省「学校給食栄養報告（週報）」に基づく値。 

 

施策③ 相談対応の充実 

施策の取組方向 

県民からの食の安全・安心や食品表示に関する相談等に迅速に対応します。 

 

現状と課題  

○ 食品の安全性や表示等への関心が高まっています。県民や食品関連事業者からの食品

衛生、食品表示、消費生活に関する相談および情報提供や、県民からの食の安全・安心

確保に関する施策の提案に、迅速かつ適切に対応することが必要です。 

 

取 組 内 容  

○ 食品衛生、食品表示、消費生活に関すること等の相談窓口を設置し、関係機関と連携

を取りながら、食品や食品表示に関する情報提供および相談、県民からの食の安全・安

心確保に関する施策の提案等に迅速に対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本的方向 ３ 
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県民、食品関連事業者、ＮＰＯ、地域の団体、学校等の多様な主体が相互理解を深め、

連携および協働して食の安全・安心確保に取り組む県民運動を進めます。 

 

 

施策① 人材の育成 

施策の取組方向 

食の安全・安心の確保のため、高い専門性と実践的な知識や高い倫理観を有した人材を

養成します。  

 

現状と課題  

【食品関連事業者】 

○ 食品関連事業者には、食品衛生等に対する高い専門性と最新の情報に基づく的確な対

応が求められていることから、研修会等により幅広い情報提供を行い、食の安全・安心

確保の取組を実践できる人材を育成する必要があります。 

 

【農薬取扱関係者】 

○ 農薬の販売者や使用者に対して農薬の適正な販売や使用を推進するために、正しい知

識や情報を提供するとともに、農薬について一定以上の知識を持つ指導者の育成が必要

です。 

 

【学校給食関係者】 

○ 安全で安心な学校給食を提供するため、学校給食関係者に対し、引き続き衛生管理や

適切なアレルギー対応等の周知徹底および資質向上の取組が必要です。  

 

【魚食普及推進のための人材育成】 

○  消費者に魚食を普及するためには、継続した啓発活動が不可欠であり、魚食普及を行

える人材の確保が必要です。 

 

取 組 内 容 

【食品関連事業者】 

○ 食品の衛生的な取り扱いや専門的な知識を取得することができるよう、食品関係事業

者に対して講習会を開催します。 

○ 食品関連事業者団体と連携し、食品衛生責任者※の養成や食品衛生指導員の知識向上

のための講習会を開催します。 

 

【農薬取扱関係者】 

○ 農薬の販売者や使用者に対し、農薬に関する関係法令や販売、使用等に関する知識を

基本的方向４ 多様な主体の相互理解、連携及び協働による県民運動の展開 

基本的方向 ４ 



 

25 

 

習得するための研修会の開催や、ホームページ等での啓発を行うとともに、三重県農薬

管理指導士※の育成確保を図ります。 

 

【学校給食関係者】 

○ 学校給食関係者に対し、対象者別に「学校給食の安全と充実に向けた講習会」を開催

し、衛生管理、異物混入防止、アレルギー対応等について周知徹底するとともに、資質

向上を図ります。 

〇 適切なアレルギー対応や緊急時対応の体制整備を推進します。 

〇 学校の管理下における食物アレルギーのヒヤリハット事例やアレルギー発症事例等に

ついて集約するとともに、各学校に事例と改善策等をフィードバックし、アレルギー事

故防止の徹底に努めます。 

 

【魚食普及推進のための人材育成】 

○  魚の機能性に関する知識や、調理方法および衛生的な取扱等の技術を有し、それらを

消費者に伝えることができる新たな三重県魚食リーダー※の育成とあわせて、平成 29年

度までに認定した魚食リーダーの資質向上および活動の拡大により、魚食普及の推進に

努めます。 

 

 

施策② 相互理解の増進 

施策の取組方向 

食に関する全ての関係者が相互理解を深め、信頼関係を構築できるように、各種交流会

や勉強会、セミナー等リスクコミュニケーション※や相互交流の機会の確保に努めます。             

 

現状と課題  

○ 県民、食品関連事業者、県等がお互いに食品衛生や食品表示等に関する情報提供や意

見交換を継続して行い、食の安全・安心確保に関する正しい知識を共有し、相互理解を

深めることが必要です。 

○ アンケート調査では、県民の食の安全・安心確保に関する行政の取組の認知度は５割

強でした。前年度よりは認知度が微増していますが、引き続き県民と食品関連事業者、

県がそれぞれの活動を知る機会を増やし、関係者の相互理解を推進する取組が必要です。 

 

取 組 内 容  

○ 県民と食品関連事業者等が、食品衛生や食品表示等に関する正しい知識を共有し、相

互理解を深められるよう、消費者懇談会、意見交換会、講習会、交流会等の機会におい

て、意見交換等を実施します。 

○  出前トークおよび「食の安全・安心」出張講座や、アンケート調査の機会を活用し、

県民意識の把握と県の取組への理解の醸成を図ります。 

基本的方向 ４ 
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施策③ 関係者との連携及び協働 

施策の取組方向 

県民、食品関連事業者、これらの者により構成される団体と連携および協働して、施策

を推進します。 

 

現状と課題  

○ 食品関連事業者の「食品衛生法」、「食品表示法」、景品表示法等関係法令遵守のた

めには、食品関連事業者団体と連携して、事業者に対し啓発等を行っていくことが必要

です。 

○ 「食品表示法」が施行され、栄養成分表示の義務化とともに、新たな機能性表示食品

制度が創設されて健康食品の選択肢が増えました。健康づくりのための食品表示につい

て、消費者が正しく理解し活用できるよう、食品関連事業者団体と協力し啓発等を行う

ことが必要です。 

○ 食の安全・安心確保の取組を推進するためには、多様な主体との連携を拡大し、協働

して施策を推進することが必要です。 

 

取 組 内 容 

○ 食品関連事業者団体と連携し、「食品表示法」、景品表示法に基づく食品表示について、

関係団体会員への啓発を図るとともに、会員活動を通じて他の食品関連事業者への周知

を図り、法令遵守に向けた取組を支援します。 

○  健康づくりのため、消費者が正しい食品の選択を行えるよう、食品関連事業者団体と

協力して健康食品に記載されている表示に関する相談会を開催します。 

○ 食品関連事業者等や教育機関等、さまざまな主体と連携し、食の安全・安心に関する

情報提供、啓発活動等を推進していきます。 

 

 

施策④ 県民運動の展開 

施策の取組方向 

多様な主体が食の安全・安心に対する価値観を共有し、食育をとおして食の安全・安心

確保に取り組む県民運動がさらに発展するよう、積極的に行動していきます。 

 

現状と課題  

○ 食の安全・安心の確保に関する意識の向上のためには、消費者の団体・グループや食

品関連事業者の主体的な取組を県民に広く周知するなど、活動支援を行うことが必要で

す。 

○ 食の安全・安心に関する県民の関心は高いため、その関心が実際の食の安全・安心確

保の取組として地域等に浸透するよう、各種団体、学校、市町等多様な主体と連携して、

取り組んでいくことが必要です。 

基本的方向 ４ 

基本的方向 ４ 



 

27 

 

取 組 内 容  

〇 県民による食の安全・安心確保の取組が広がり、水準が高まるよう、食の安全・安心

に関する情報提供、啓発活動および学習支援の取組を進めます。 

○  食の安全・安心に関する自主的な活動を行っている団体等に対し、関連情報や啓発資 

料等の提供、活動内容の紹介を行うことにより活動の拡大を図ります。 

〇 食の安全・安心確保の取組が地域に深く浸透するよう、「第３次三重県食育推進計画」

等との整合性を図りつつ、各種団体、学校、市町等と連携を図り、施策を推進します。 
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【資料編】用語解説 

 

（か行） 

 

科学的知見 

実証的なデータ、学会等で認められた学説、学術的論文等をいいます。 

 

ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）（農業生産工程管理） 

農薬の使い方、土や水等の生産を取り巻く環境、それに農場の労働者の状況等、あ

らゆる工程を記録・点検・改善して、安全な農産物の生産につなげる取組のことです。

  

ＧＡＰ指導員 

ＪＧＡＰ指導員の資格を有すること、またはＪＧＡＰ指導員と同等の知識が得られ

る研修を受講すること等により、国際水準ＧＡＰの導入意義や効果、導入手法に関す

る知識を有する者です。ＧＡＰ指導員は、地域の農業経営体や産地部会に対し、ＧＡ

Ｐの啓発や国際水準ＧＡＰを導入するためのアドバイスを行います。 

 

ＧＡＰリーダー指導員 

ＧＡＰ指導員の知識に加え、ＪＧＡＰ内部監査員の資格を有するまたは県が定めた

研修の受講および認証取得の支援経験を有する者です。ＧＡＰリーダー指導員は、販

路拡大や海外輸出をめざす農業経営体や産地部会に対するＧＡＰの取組のレベルアッ

プ、国際水準ＧＡＰ認証の取得に向けた指導を行います。 

 

危機管理統括監 

 知事の命を受けて危機管理に関して全庁を統括する役職で、危機が生じた場合、ま

たはおそれがある場合における緊急的対応に関する事務について、部長その他の職員

を指揮監督します。 

 

景品表示法 

 「不当景品類及び不当表示防止法」（昭和 37 年５月 15 日法律第 134 号）の略称。商

品やサービスの品質、内容、価格等を偽って表示を行うことを厳しく規制するととも

に、過大な景品類の提供を防ぐために景品類の最高額を制限すること等により、消費

者がよりよい商品やサービスを自主的かつ合理的に選べる環境を守ります。 

 

健康増進法 

 「健康増進法」(平成 14 年８月２日法律第 103 号）は、国民の健康増進の総合的な

推進に関する基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養改善その他の国民の健康増

進を図るための措置を講じ、国民保健の向上を図ることを目的としています。 

食品関係としては、乳児用、幼児用等特別の用途に適する旨を表示する特別用途表
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示、食品の栄養表示や熱量に関する表示に関する基準、健康保持増進の効果等につい

ての虚偽または誇大な広告等の禁止等について規定されています。  

 平成 27 年４月の「食品表示法」の施行に伴い、食品の栄養表示や熱量に関する表示

に関する基準は「食品表示法」に移管されました。 

 

口蹄疫 

牛、豚、山羊、羊等の偶蹄類家畜が感染するウイルス性の病気です。国境を越えて

まん延し、発生国の経済・貿易・食料の安全保障に影響を及ぼし、防疫には多国間の

協力が必要となる「越境性動物疾病」とされています。 

 

高病原性鳥インフルエンザ 

国際機関が作成した診断基準（多数の鶏を短期間に死亡させる病原性を持つ）によ

り判定されるＡ型インフルエンザウイルスの感染による家きん（鶏、あひる、うずら、

きじ、だちょう、ほろほろ鳥、七面鳥）の病気です。 

 

米トレーサビリティ法 

  「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（平成 21 年

４月 24 日法律第 26 号）の略称。米穀取扱事業者が米や一部の米加工品の取引等を行

った場合、記録の作成と保存を義務付けている法律です。この他、生産者から消費者

まで、米の産地情報を伝達することも義務付けています。 

 

コールドチェーン 

 野菜や魚、食肉等の生鮮食料品等を冷蔵・冷凍等低温にして、出荷者から小売店等

に輸送されるシステムのことで、低温流通体系ともいいます。鮮度や衛生面、栄養面

等品質を保持するために必要なシステムで、特に、生鮮食料品の流通の拠点となる卸

売市場において、低温化のチェーンを切らさないための施設整備が求められています。 

 

コンプライアンス 

 法律や社会的な通念を守ること。「法令遵守」と訳されることが多いです。 

 

（さ行） 

  

ＪＧＡＰ家畜・畜産物 

 日本の畜産における農業生産活動の持続性を確保するため、食品安全・家畜衛生・

環境保全・労働安全・アニマルウェルフェアに関する法令等を遵守するために点検項

目を定め、これらの実施・記録・点検・評価を繰り返しつつ生産工程の管理や改善を

行う取組のことです。日本ＧＡＰ協会が開発した制度で、審査を受けて基準を満たす

ことが確認された畜産農場は、ＪＧＡＰ認証を取得できます。 
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飼養衛生管理基準 

「家畜伝染病予防法」に基づき、家畜（牛、豚、鶏、馬等）の伝染性疾病の発生の

予防やまん延を防止するため、病原体侵入の防止や家畜の異常発見時の対処等、家畜

の所有者が守るべき衛生管理を国が定めています。 

 

食育 

さまざまな経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全 

な食生活を実践することができる人間を育てることです。 

 

食品衛生指導員 

 県内には一般社団法人三重県食品衛生協会から委嘱された食品衛生指導員が約

1,600 人おり、食品衛生思想の普及、啓発や食品関係営業者に対する巡回指導・相談

をはじめ、広く食中毒防止の啓発等に努めるとともに、行政と連携、協力した業務等

を行っています。 

 

食品衛生責任者 

「食品衛生法」に定められた飲食店営業や食品製造業等の営業者は、食品の安全確

保のため施設またはその部門ごとに、食品衛生責任者を定めて置かなければなりませ

ん。食品衛生責任者は、食品取扱施設の衛生確保、衛生的な食品の取扱いおよび従業

員の衛生教育の実施等を行います。 

 

食品衛生法 

「食品衛生法」（昭和 22 年 12 月 24 日法律第 233 号）は、食品の安全性確保と飲食

での衛生上の危害発生を防止することで国民の健康を保護することを目的としていま

す。 

具体的には、食品および添加物、器具および容器包装、監視指導、検査、営業等に

ついて定められています。また、有害食品等の販売禁止や食中毒の防止についても定

められています。 

 

食品関連事業者等 

 条例第２条第１項第４号で定義している「食品等または肥料、農薬、飼料、飼料添

加物、動物用の医薬品その他食品の安全性に影響を及ぼすおそれがある農林漁業の生

産資材の生産、輸入、加工、調理または販売その他の事業活動を行う事業者」とその

事業者により構成される団体です。   
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食品表示法 

平成 27 年４月施行の「食品表示法」（平成 25 年６月 28 日法律第 70 号）は、「食品

衛生法」、ＪＡＳ法および「健康増進法※」の各法律に規定されていた食品の表示に関

する規定を統合した法律で、加工食品は５年間（平成 32 年３月まで）の猶予期間が設

けられています。 

 

食糧法 

 「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律」（平成６年 12 月 14 日法律第 113

号）の略称。用途が限定された米穀（新規需要米・加工用米等）については、定めら

れた用途以外に使用・販売してはならないことや、米穀の用途別の管理等に関し、米

穀出荷・販売事業者が守るべきルールが定められています。 

 

生産資材 

農薬や動物用医薬品、飼料、肥料等の農業資材や、水産用医薬品、養殖水産動物用

飼料等の養殖用資材のことをいいます。 

 

施肥基準 

県（農業研究所、農業改良普及センター等）が土壌肥料学的見地から主要作物ごと

の適正施肥量等を示したものです。おおむね５年ごとに改定され、農業協同組合等が

作成する「栽培暦」の指導基準になっています。 

 

総合的病害虫防除・雑草管理（ＩＰＭ） 

化学農薬だけに依存せず発生予察情報に基づき、耕種的防除、生物的防除、物理的

防除を総合的に組み合わせた病害虫管理手法で、利用可能な全ての防除技術について

経済性を考慮し、病害虫・雑草の発生増加を抑えるための適切な手段を講じるもので、

これを通じ、人の健康に対するリスクと環境への負荷を軽減、あるいは最小の水準に

とどめるものです。一般的には Integrated Pest Management、略してＩＰＭ（アイピ

ーエム）と呼ばれています。 

 

（た行） 

 

地産地消 

地元産の農林水産物を地元で消費することに止まらず、地域の食への理解を深めたり

農作業等を体験したりすること等を通じて、地域住民が、自分たちの生活や地域のあり

方等を見つめ直すことをいいます。 

 

ＤＮＡ検査 

ＤＮＡは「デオキシリボ核酸」の略称で、遺伝子の本体として生物の核内に存在す

る物質です。ＤＮＡ検査はＤＮＡを分析することにより種類や品種の特定を行う検査
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です。 

 

登録検査機関 

「農産物検査法」に基づく農産物検査を実施する機関として、農林水産大臣または

知事の登録を受けた検査機関をいいます。そのうち、農産物検査を行う区域が一つの

都道府県単位である検査機関を地域登録検査機関といいます。 

 

（な行） 

 

農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン 

 農産物等の安全確保や品質向上、環境保全のために、生産者が自ら危害要因等の点

検項目を決定し、これに従い記録、点検および評価を行っていく持続的な改善活動が

農業生産工程管理（ＧＡＰ）ですが、国内にはさまざまな農業生産工程管理（ＧＡＰ）

が存在し、生産者や実需者のニーズをふまえた取組への対応も十分進んでいません。

そのような実態をふまえ、食品安全に加え、環境保全や労働安全のように幅広い分野

を対象とする高度な取組内容を含む農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤として平

成 22 年４月に野菜、米、麦について策定され、平成 23 年３月に他の作物および林産

物を対象に追加するため改定されたものです。 

 

農産物検査法 

 「農産物検査法」（昭和 26 年４月 10 日法律第 144 号）は、農産物（米、麦、大豆

等）の公正かつ円滑な取引を助長することを目的として、登録検査機関が生産者から

の請求により、品種・量目・品位等を確認し、格付を行う農産物検査の手法等が定め

られています。 

 平成 28 年度から、地域登録検査機関に対する事務手続や検査の権限が、国から都

道府県へ移譲されました。 

 

農場ＨＡＣＣＰ 

 農場ＨＡＣＣＰは、畜産農場における衛生管理を向上させるため、農場にＨＡＣＣ

Ｐの考え方を採り入れ、危害要因（微生物、化学物質、異物等）を防止するための管

理ポイントを設定し、継続的に監視・記録を行うことにより、農場段階で危害要因を

コントロールする手法です。 

 

（は行） 

  

ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point）（危害分析重要管理点） 

製造工程の各段階で発生する危害を分析し、どの段階でどのような対策を講じれば

より安全な製品を得ることができるかという重要管理点を定め、これを連続的に監視

することにより製品の安全を確保する衛生管理手法です。「ハサップ」等と呼ばれてい
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ます。 

 

人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度 

三重県内の生産者が、環境に配慮した生産方法、食の安全・安心を確保する生産管

理の実施により栽培した農畜林産物および加工品について、消費者が安心して購入で

きるよう、生産方法や栽培履歴を第三者機関が確認し、要件を満たした生産物にみえ

の安心食材マークを表示する三重県独自の制度です。 

 

病害虫発生予察情報 

病害虫防除所が農産物に被害を与える病害や害虫等に関して発生状況の報告や注意

喚起のために発表する情報です。病害虫の発生の時期、程度等を予測して、被害の発 

生程度の大きさにより予報、警報、注意報が発表されます。また、県内初の病害虫の 

発生が確認された時等には、特殊報を発表しています。 

 

病害虫防除の手引き  

 農林水産省の登録農薬の中から、毒物劇物に指定されているような毒性の高いもの

を極力排除し、県内各地域の資材展示ほ場での評価、流通量等を総合的に判断し、県

（病害虫防除所、農業研究所、農業改良普及センター、県庁等）が「三重県病害虫防

除の手引き」として作成したもの。農業協同組合等が作成する「栽培暦」の指導基準

になっています。 

 

（ま行） 

 

三重ガイドラインＧＡＰ認証制度 

国の「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」に則した県

独自の認証制度で、食品安全・環境保全・労働安全につながるＧＡＰの取組を普及す

るとともに、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会への食材供給を目的に

制定しました。制度の運用は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会まで

（認証は平成 31 年度末まで）の期間限定としており、基準設定農作物は、穀類・青果

物・茶の３種類としています。 

 

三重県魚食リーダー 

 イベントや魚料理教室等消費者と接するさまざまな機会を通じて、魚の美味しさや

料理方法、魚を食べることの重要性を伝える等主体的に魚食普及を実践する人材をい

います。 

 

三重県食育推進計画 

「食育基本法」に基づき、県民の皆さんの心身の健康と豊かな人間形成を目的とし

て、食に関する知識と食を選択する力を習得し、望ましい食生活の実践にむけて、三
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重県の取り組むべき方針を定めたものです。平成 28 年７月に第３次の計画が策定され、

計画期間は、平成 28 年度から平成 32 年度までの５年間です。第３次計画においては、

「赤ちゃんからお年寄りまで みえの地物でみんなで食育！」というキャッチフレー

ズを掲げ、家庭、学校、保育所、地域等、さまざまな場面において、食育に取り組み

ます。 

 

三重県食品の自主衛生管理認定制度 

食品関連事業者がＨＡＣＣＰ手法に基づき自ら行う衛生管理について確認、評価お

よび認定を与えることにより、食品の製造等における自主衛生管理を促進し消費者に

とって高品質で安全な食品を提供することを目的に設けた三重県独自の認定制度です。 

 

三重県農薬管理指導士 

 農薬販売者、ゴルフ場における農薬使用管理責任者および造園業者等農薬による防

除を行う方々を対象としています。農薬の販売・使用等に関する資質の向上を図るた

め、県が実施する農薬に関する専門的な研修を受講し、一定水準以上の知識を有する

と認定され、農薬の適正使用に関して、地域における指導的役割を担っていただく方々

です。 

 

三重県版きのこ品質・衛生管理マニュアル 

 県産きのこ類の生産現場において、「食の安全・安心の信頼の確保」および「自然

資源の有効利用、リサイクル資材の使用」等の人と自然に配慮した取組を行う際の参

考になるように、「顧客満足の実現をめざすＩＳＯ９００１品質マネジメントシステ

ム」および「健康危害防止をめざすＨＡＣＣＰシステム」の考え方を一部取り入れた

三重県独自のきのこ類の品質・衛生管理マニュアルです。 

 

みえジビエフードシステム登録制度（仮称）  

 「みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュアル（仮称）」に沿った野生獣

肉であることを明確にするため、野生獣肉を取り扱う解体処理施設・加工品製造施設・

飲食店・販売店を対象に登録基準に適合する施設および事業者に加え、捕獲者、解体

処理者、みえジビエを普及推進する人材等を登録する制度です。  

 

みえジビエフードシステム品質・衛生管理マニュアル（仮称） 

 食肉の猪肉や鹿肉の衛生管理や品質の確保については、「と畜場法」にある解体処

理等の基準がないこと、捕獲方法と品質の関係が整理されていないことから、食品安

全マネジメントシステムに準じ、関係法令の遵守や捕獲から解体処理、流通にいたる

具体的な方法を定めたマニュアルです。 

 

みえのカキ安心システム 

 みえのカキを消費者がより安心して食べられるよう、①浄化時間の徹底②採取海域
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情報に応じた取扱い③ＨＡＣＣＰ手法に基づく作業手順の徹底④作業従事者のカキ衛

生講習会の受講⑤自主管理・相互確認の徹底、の各項目について特に重点管理を行い、

養殖・加工するシステムです。 

 

三重の米行動指針ライスプロミス６ 

 県内の米関連団体で構成する「みえの米ブランド化推進会議」が定めた行動指針で､

消費者との６つの約束として、安心して食べられる美味しい米づくり、自然にやさし

い米づくり等を定めています。 

６つの約束とは、①安心して食べられるおいしい米づくりに取り組みます②自然に 

やさしい米づくりに取り組みます③多様なニーズに即応できる米づくりに取り組みま

す④米づくりへの熱い思いを伝えます⑤誇るべき美しい三重の田園風景を守ります⑥

消費者とともに食育に取り組みます、というものです。 

 

みえフードイノベーション 

 三重県の「食の魅力」を生かすため、生産者・事業者・大学・行政等が連携し、新

たな商品やサービスを生み出す取組です。 

 

（や行） 

 

有機ＪＡＳ制度 

 ＪＡＳ法に基づき有機ＪＡＳ規格に適合した生産が行われていることを登録認定

機関が検査し、その結果認定された事業者に、有機ＪＡＳマークの使用を認める制度

です。  

農産物および農産物加工食品は、有機ＪＡＳマークが付されたものでなければ「有

機○○」や「オーガニック△△」等の名称を表示することはできません。 

 

用途限定米穀 

通常の主食用米以外の用途（加工用米、新規需要米、備蓄米および飼料米等）に使

用することを限定して、生産され、若しくは出荷され、または出荷後に用途を限定す

るため区分された米穀および政府または米穀安定供給確保支援機構が用途を限定する

旨の条件をつけて売り渡し、交付し、貸し付け、または交換した米穀のことです。 

 

（ら行） 

 

リスクコミュニケーション 

 ここでは、行政、食品関連事業者、研究者、県民等が食品のリスクや食の安全・安

心に関する情報および意見を交換し、相互の信頼を築き理解し合うために対話を進め

ていくことをいいます。 
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○なお、以下の用語は「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」第２条により定

義しています。 

 

食品等 

食品ならびに添加物（食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第四条

第二項に規定する添加物をいう。）、器具（同条第四項に規定する器具をいう。）、

容器包装（同条第五項に規定する容器包装をいう。）及び食品の原料または材料

として使用される農林水産物をいう。 

 

食品関連事業者 

 食品等または肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品の

安全性に影響を及ぼすおそれがある農林漁業の生産資材の生産、輸入、加工、

調理または販売その他の事業活動を行う事業者をいう。 
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